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ゼネラルマネジメントの育成に向くケースメソッド 5 

 

  ビジネススクールがゼネラルマネジメントの育成を目指そうとするとき、「ゼネラルマネ

ジメント養成」という教育目的・教育対象と「ケースメソッド」という教育手段との整合性・

親和性が極めて高くなる。このことは次に示す２段階で説明可能になる。1 
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まず、情報の統合力を育む教育効果についてである。ケースメソッドによるディスカッシ

ョン授業では、その科目が何であれ、比較的汎用性の高い洞察力、予知・予見能力が求めら

れる。また次いで、ケースの中に散在している情報を取捨選択して、高度に統合するという

知的作業が要求される。 

ここでゼネラルマネージャーと固有領域のスペシャリストとの能力要件の違いに注目する15 

と、前者は後者に比べて、常に高い情報統合能力が求められていることになる。つまり、財

務が専門でないゼネラルマネージャーにとっての財務とは、彼（女）の意思決定に必要な統合

情報源のひとつとなり、掘り下げて詳細な知識をもつべき対象ではなくなる。 

ケースメソッドでは「ある科目を学ぶ」という機会を、情報統合能力を磨く機会として生

かせるメリットがある。ここで授業という学びの機会を、その科目が直接扱っていないもの20 

と切り離して習得する場に留めてしまうと、極論すれば、個々の科目は単品でしかなくなり、

そこで科目単体の成績を追求するためのゲーム盤と化してしまう。単品を単品としてしか扱

った経験のない人には、ゼネラルマネージャーは務まらない。 
                                                  
1このノートは慶應義塾大学ビジネス・スクール博士・修士課程併設科目「ケースメソッド教授法特論」の教材とするために､

竹内伸一（ケースメソッド教育研究所）が作成した。（2004.10） 


